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はじめに

一コーポラティズムからフレキシビリティへ一

1960年代から1970年代にかけては，社会学者による貢献が主であった労働者，

労働組合の研究も，70年代後半から80年代にかけて，政治学者がこの分野に参

入し，リーダーシップを奪うようになった。時代は，労働社会学の時代から労

働政治学の時代へと移行した。この変化を代表したのが，コーポラティズムの

政治学的研究であった。そして，コーポラティズムは，労働運動，左翼にとっ

て，労働者の利益を実現するとともに，良好なマクロ経済パフォーマンスを可

能とする政策レシピとして，積極的に評価され，その多元主義諸国（例，イタ

リア，日本）への適用可能性が議論されるようになっていった［1］。

しかし，80年代になると，利益媒介システムとしてのコーポラティズム自身

が，危機に瀕するようになってきた。コーポラティズムの典型であるスウェー

デンでは，83年に，金属産業の経営者が，独自に労働協約を結ぶことによって，

頂上レベルにおける賃金決定というパタンが崩壊した［2］。また，コーポラ

ティズム諸国における労働組合の包括度（encompassingness）も低下し，ス
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ウェーデンのLOが組合員を組織する比率は，ピーク時（40年）の85．4％から

60」％（85年）へ，ノルウェーのLOは，，100％（50年）から66．6％（85年）

へ，デンマークのLOは，94．6％（45年）から70．4％、（84年）へと低下した

［3］。また，政権も，社会民主主義政党の圧倒的なヘゲモニーが動揺を来し，

保守政党が政権に就く機会が増してきた。91年の総選挙で，スウェーデン社民

党は，またもや敗北にまみれた。

このような現実政治の変容を目の当りにして，80年代は，ポスト・コーポラ

ティズム論の時代ではないか［4］，という主張が多くの政治学研究者によっ

てなされるようになっている。本稿では，このような80年代におけるコーポラ

ティズムの挫折と新しいシステムへの移行（？）は，現代国家を労資の「妥協」

に基礎づけられたものとして理解する「妥協」アプローチによって，よりよく

理解される，と主張する［5］。

第二次世界大戦以降，70年代の第一次石油危機まで，先進産業諸国では，労

働者にとっての有利性等，その内容に相違（コーポラティズムvsプルラリズ

ム）があったにせよ，安定的な労資間の「妥協」が成立してきた。経済システ

ムとしては，実質賃金の上昇が可能とした大量消費体制の成立を前提とする

「フォード主義」と呼ばれる大量生産体制であった［6］。欧米において，この

「妥協」の労働側の主体となってきたのは，“mass　workers”“operaio　massa”

（＝大量生産体制を支える非熟練労働者）であり，産業別労働組合であった

［7］。（日本は，例外。）第二次世界大戦以降，60年代まで，「黄金時代（the

Golden　Age）」を経験した先進産業諸国（コーポラティズムおよび多元主義諸

国の双方を含む）のフォード主義的経済システムは，60年代末から70年代初頭

に，それを支えてきたさまざまな社会・経済要因が喪失することによって，今

日，危機に直面している［8］。第二次世界大戦以降の高成長と高い雇用をと

もに実現した経済的好況の構図は，68年以降，主に，国内要因（完全雇用と利

潤圧縮（profit　squeez））により，崩壊を始め，この傾向は，二度にわたる石

油危機により，決定的なものとなったのである。80年代は，この「妥協」が崩

壊し，ふたたび強化された資本のイニシアティヴのもとで，あらたな「妥協」

が形成されるプロセスであった。そして，このような80年代の動向を象徴する

キャッチワードが，「フレキシビリティ」である　［9］。

先進産業諸国の労使関係においても，70年代から80年代にかけて，「フレク

シブル化（flexibilization）」が，大きく進んだ。70年代には，（1）労働組合の
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地位が，社会的認知を受けており，（2）全国レベルの団体交渉が一般的であり，

（3）経営者主導の労働者参加制度は重要なものとなってはいなかった。それが，

80年代になると，（1）分権的団体交渉が発展し，（2）企業レベルの労働者参加制度

がより一般的になった［10］。このような80年代の労使関係の変容を促したの

は，労働者階級の多様化と内部対立の進展である［11］。しかし，80年代の変

化で，より重要なのは，企業レベルにおける労資の「妥協」（＝「ミクロ協調」）

の出現である。これが，80年代の労使関係の変容が，たんなるレッセ・フェー

ルへの回帰ではないことの重要なメルクマールである。

このようなコーポラティズムがキャッチワードとなった70年代からフレキシ

ビリティの80年代への移行を代表するのが，イタリアである。80年代は，プル

ラリズム国家であるイタリアにおいては，70年代以降，イタリア共産党（現

左翼民主党）の閣外協力による「挙国一致」内閣の成立という状況下，遅まき

ながら試みられた「コーポラティズム化」戦略が失敗し，逆転させられていく

プロセスであった。70年代に「コーポラティズム化」戦略を追求したイタリア

は，なぜ，スウェーデン等の先発コーポラティズム諸国と同じ道をたどること

ができなかったのか？本稿では，この「黄金時代」の成功レシピであるコーポ

ラティズムの実現を，一足遅れて，追求したイタリアが，なぜ，その試みに失

敗したのか，を考察する［12］。これは，同様に，プルラリズム国家である日

本において，「コーポラティズム化」戦略が有効であるか否かを占う上でも，

重要な示唆を与えてくれるものと思われる。とりわけ，細川政権において，社

会党が，部分的に政権に参画するという日本政治の画期的な出来事は，イタリ

アにおける「コーポラティズム化」戦略の発動へとつながった「中道左派政権」

の成立（63年）に比すことができるものであり，イタリアの事例との比較は，

今日，きわめて意義深いものとなっている。本稿では，さらに，80年代イタリ

アにおいて明かとなってきた労使関係の構造を，企業レベルの「ミクロ協調」

の出現によって特色づけられる「分権型コーポラティズム」への歩みとして捉

え，その内容を検討する［13］。

1　70年代後半一新たな「労使間妥協」の成立と崩壊

労働組合の「コーポラティズム化」戦略一集権化による平等の追求

1969年の「熱い秋（anutunno　caldo）」以降，再構築されたイタリア労働運

動の70年代の戦略の最大の特色は，平等主義（egualitalismo）である［14］。
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この平等主義の背景には，イタリア経済にも大量生産体制が定着した結果，労

働者の「熟練の解体（deskilling）」が起きてきた，という事情が存在していた。

この結果，熟練労働者が担ってきた従来の労働運動が，イタリア南部からトリ

ノを中心とするイタリア北部の大都市における大量生産体制（フィアト等）に

もとつくテイラー＝フォード主義的大企業に非熟練労働力として働きにきた

「新しい労働者」の利益を代表できなくなり，一時的に機能不全（「熱い秋」）

に陥った後，これら労働者を労働運動に組み入れることで，イタリア労働運動

は，フォード主義的労働運動として再構築された［15］［16］。新しくよみがえっ

たイタリア労働運動の平等主義の要求の核心は，非熟練労働者による，旧来の

個人のスキルにもとつく格付けシステムの拒否にある。この背景には，二つの

事情が存在していた。第一に，当時のフィアト等の近代的工場において，組み

立てラインに適用されていったテクノロジーが，組み立て作業に従事する労働

者の仕事を「均一に非熟練」の仕事とし，個々の労働者が，一定期間の徒弟経

験を経て，スキルを身につける，という従来のパタンを不可能とした。第二に，

組み立て作業に従事するこれら非熟練工は，紛争の体験を通じて，熟練を有し

ていないにもかかわらず，いくつかの部所を短期間止めるだけで，生産全体を

ストップさせることができる自己のパワーを認識していった。

この平等主義にもとついて，70年代以降，イタリアの労働組合は，団体交渉

において，全ての職階に等しい一括（lump　sum）賃上げという要求を掲げる

ようになった。この平等主義は，（1職階分類制の改訂（「統一的枠組

（inquadramento　unico）」の採択），（2）新しいスカラ・モビレの実現（75年）

という二つの大きな成果を挙げた。

イタリアの労働組合は，平等をめざす新しい戦略の下，職階区分を従来のも

のから，より平等主義的なシステムである「統一的枠組」に置き換えることに

成功した。旧システムでは，各産業毎に，ブルーカラー労働者とホワイトカラー

労働者を明確に区別した10以上の階等が存在していたのが，新システムでは，

ブルーカラー，ホワイトカラー，両者一律に，8段階の職階に分類され，職階

の上昇は，加令により自動的になされるようになった。この新システムは，73

年以降，製造業のすべての産業における主要な全国協約において採択されるよ

うになった。この新システムの採択は，その後（75年）のスヵラ・モビレにお

ける生計費エスカレーターとあいまって，賃金格差を大きく縮小する結果をも

たらした。（スカラ・モビレに関しては，後述。）
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労働組合の側も，平等主義を採用することによって，これまで未組織であっ

た非熟練労働者および半熟練労働者を大量に組織することが可能となり，自己

の組織的パワーを増大することに成功した。他方，70年代においては，労働組

合が高水準の賃上げを獲得するのに成功し続けたため，熟練労働者およびホワ

イトカラーの不満は，やわらげられていた。

労働組合は，同時に，これまで入り込めなかった生産現場における労働組合

の法的諸権利，特権を獲得することにも成功した。これは，（1）生産現場におけ

る経営者の明白な反組合的行為の横行，②60年代の「熱い秋」が，組合と関係

のない，生産現場におけるランク・アンド・ファイル労働者の反抗によって引

き起こされた，という諸事情に鑑みると，きわめて重要な成果であった。この

成果は，70年の労働者憲章，に結実する。この結果，労働組合は，生産現場に

おいて，経営者による上からの介入，ならびに，新しく登場してきた「工場評

議会（consigli）」に集結するランク・アンド・ファイル労働者の下からの突

き上げから，相対的に自由となり，生産現場に強固な基盤を築くことに成功し

た。労働組合は，さらに，雇用保証の面でも大きな成果を挙げた。70年代に労

働組合は，政府に，企業による労働者の解雇，パートタイム労働を規制する諸

法律を作らせることに成功した。この結果，離職率が激減するとともに，パー

トタイム労働が公的労働市場から姿を消した。

政治的環境一「国民的連帯」の時代

70年代後半は，イタリア共産党が，閣僚ポストの獲得は実現しなかったもの

の，キリスト教民主党政権の議会多数派となった「国民的連帯」の時代（1976一

79年）に相当する［17］。イタリア共産党は，キリスト教民主党，社会党，共

和党，社会民主党，自由党とともに，77年7月に，6党間の「綱領的合意」を

締結した。さらに，翌78年には，同党は，議会においてキリスト教民主党政権

への信任投票に棄権するにとどまっていたのから，積極的支持を与えるように

変化した。しかし，79年の初めになると，イタリア共産党は，ふたたび強く閣

僚ポストを要求するようになり，キリスト教民主党は，79年3月にイタリア共

産党を除外し，中道の小政党を政権に入れた内閣を構成し，79年6月の総選挙

に打って出た。イタリア共産党は，この選挙で，第二次世界大戦以後初めての，
後退を経験した。そして，80年の終わりには，イタリア共産党は，「歴史的妥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

協」路線を放棄して，公然たる反対の方針に回帰した［18］。
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「妥協」の成立（1975年）

一新しいスカラ・モビレ，賃金補填公庫改組協定一

70年代の高揚した労働のパワーを背景に，75年の労働組合頂上団体

Federazione　Unitariaとコンフィンドゥストゥリア　（Confindustria）の間の

協定により実現した，新しいスカラ・モビレのしくみによって，イタリアの労

働者はインフレから最も手厚く保護されることになった［19］。新スカラ・モ

ビレのもとでは，労働者は，3か月毎に，インフレによる目減り分を補償され

ることになった。新スカラ・モビレは，次のような特色を有していた［20］。

第一に，インフレからの保護が，高く，かつ，瞬時的になされる。第二に，イ

ンデクセーションの額が，すべての労働者に同等になされるために，労働者間

の賃金格差を縮小する効果を有していた。第三に，この増額が，自動的になさ

れる。最後に，新スカラ・モビレは，労使間協定の結果，実現したものであり，

法に基づくものではない。さらに，75年には，賃金補填公庫を拡充する協定が

労使の間で結ばれた。この結果，より多くの経営者が，より長期に利用するこ

とができるようになり，経済の停滞により，多くの企業が完全操業以下の水準

で稼働していたこともあいまって，賃金補填公庫「特別介入」は，いちじるし

く増加した［21］。

1975年の労使間協定は，以下の二つの要因の結果，実現した［22］。（1）69年

の「熱い秋」以降，パワーを増大させてきていた労働組合が，そのパワーを背

景に，労働者の中核（＝北部大企業のブルーカラー労働者）のみではなく，周

辺的労働者の利益を守る方針を固め，それを実現するパワーを有するようになっ

たこと。（2）ジョヴァンニ・アニエッリ　（Giovanni　Agnelli）フィアト会長が

ひきいるコンフィンドゥストゥリアに代表される資本の側も，70年代初頭の企

業レベルでストが多発する状況よりも，賃金決定メカニズムをより集権的なも

のにし，生産現場を分配をめぐる紛争から外すことの方を好んだ。この結果，

一種の「労使間妥協（class　compromise）」として，スカラ・モビレ，平価切

下げ，企業への補助金，フィスカル・ドラッグという一連のケインズ主義的諸

施策によって，イタリア企業の国際競争力維持を図ると同時に，労働者の生活

水準の悪化を防ぐことが図られた。（もっとも，このイタリア版「妥協」は，

他のヨーロッパ諸国のそれとは異なり，二次的労働市場，インフォーマル・セ

クターの活用を伴うものであった。）

民間大企業の利益を代表するアニエッリが，何故，労働者に有利な提案を行っ

A



66

たのだろうか？その理由として，いく人かの研究者によって，イタリア民間大

企業の長期戦略が指摘されている［23］。アニエッリは，自己の長期的利益か

ら，イタリアの労働者（とりわけ，民間大企業労働者）のなかに，安定的雇用

と一定のペースで伸びていく実質賃金を保証された特権的労働者層をつくりだ

すことによって，彼らが，労働条件，経営の労働組織強化に関する資本の専権

に関して穏健な要求をすることに，自らの利益（少なくとも短期的利益）を見

いだす状況を出現させることを狙っていた。このために，アニエッリは，新し

いスカラ・モビレによって，インフレから，民間大企業労働者のみを保護する

ことによって，公共セクター労働者の実質賃金を低下させることを狙っていた。

（しかし，この意図は，公共セクター労働者の実質賃金レベルを守る激しい抵

抗によって無に帰した。）他方，労働組合の側は，組織的理由から，この「妥

協」を受け入れた。民間大企業労働者のみではなく，中小企業，公企業労働者

をもメンバーとするイタリアの労働組合にとって，民間大企業で獲得されたイ

ンフレ補償が，生産現場における労働組合の交渉能力の弱い中小企業へも100

％波及させることができる，この新しいスカラ・モビレは，きわめて魅力的な

ものに思われた。

EUR戦略（1978年）の採択へ

第一次石油危機以降，イタリア経済が陥った危機の第一局面では，イタリア

の労働組合は，労働者が「熱い秋」以降，得た利益を犠牲にすることに頑強に

抵抗し，それに成功した［24］。この時期，労働組合は，資本からのスカラ・

モビレの緩和，労働力の移動の自由化の圧力いずれにも屈しなかった。しかし，

労働組合は，77年の時点になると，労働組合の「改革戦略」が，限界に突き当

たっていることを認識するようになっていた。同時に，イタリア共産党の75年

選挙における予想外の地滑べり的勝利，翌76年国政選挙における大躍進がもた

らしたイタリア国内政治のパワー・バランスの変化は，逆に，労働運動内部に

分裂の芽を生むという皮肉な帰結を生んだ［25］。この結果，労働組合は，新

しい戦略の必要性を痛感するに至った。77年には，「熱い秋」以降，イタリア

で最初の「譲歩協定」である労働コスト協定がコンフィンドゥストリアと労働

総連合の間で結ばれた。同協定は，「清算金（liquidazione）」（雇用契約の最

期に，雇用期間の長さにもとついて，支払われるボーナス）の計算に際して，

生計費の上昇をカウントしないことを決めた。さらに，同協定は，公休の日数
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（したがって，工場が強制的に操業を停止する日数）も削減した［26］。そし

て78年には，EUR戦略と一般に呼ばれる労働組合の新しい戦略が採択される

ことになる。

78年1月にローマ郊外のEUR会議場において開催されたFederazione

Unitariaの大会において基本路線が決定されたことから，一般にEUR戦略

と呼ばれる労働組合の新しい戦略は，労働組合の緊縮政策への協力の必要性を

認めた点で，従来のイタリアの労働組合の戦略からの大きな変化だとみなされ

ている［27］。具体的には，EUR路線では，（1）イタリア経済の危機の源泉が，

賃金の高レベルにあることが，労働組合によって，始めて認められ，（2）労働組

合の緊縮政策への協力の具体的内容として，抑制的賃金政策への転換，および，

賃金補填公庫の見直しが挙げられた。労働組合は，EUR路線の採択によって，

「熱い秋」以降，労働者が獲得したものを最大限，保持する一方で，経済政策

への労働組合の強力な参加を実現することを狙った。この結果，労働組合の政

策は大きく変化した。まず，（1）「熱い秋」以降はじめて，賃金決定における生

産性基準の重要性を認め，②スカラ・モビレのコスト算定基準の見直しの必要

性を認め，（3）労働組合の監視の下という条件づきながら，労働力の移動の必要

性を認め，（4）労働時間の短縮に関しても，それが必ずしも雇用の増大をもたら

すものでない，と言明し，最後に，（5）「熱い秋」以降のイタリアの労働組合の

政策の一大特色である平等主義に関しても，賃金格差縮小の見直しに言及する

ようになった。

労働組合が依然として強大なパワーを保持していたこの時期に，このように

抑制的な態度を採ることが可能であったのは，76年から79年にかけてのイタリ

ア共産党の政権「参加」という政治状況の存在があった。この「国民的連帯」

の時代には，労働者の「政府」の実現によって，労働組合の抑制と引き換えに，

経済構造を変革し，労働者の利益を実現していく国家政策の実現が可能だと信

じられたのである。しかし，このような労働組合の楽観的な予想は，結局，期

待外れに終り，79年にイタリア共産党が野に下るや，EUR路線の限界は誰の

目にも明らかとなる。

「妥協」の経済的帰結

70年代後半におけるイタリアの経済パフォーマンスは，他のOECD諸国と

比べて相対的に良好で，経済の構造調整もスムーズに進んだ［28］。そして，
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この理由として，（1）平価引き下げにより，イタリア製品の国際競争力を維持す

ることが可能であった，（2）賃金補填公庫が，「余剰」労働力に所得支持を行っ

た結果，企業が退職金の支払いによって，財政困難に陥ることなく，リストラ

クチャリングを推し進めることができた，（3）進んだテクノロジーを有する中小

企業が，めざましい進展を見せた，（4）労働組合が，労働者憲章（70年），雇用

の法的保護，新しいスカラ・モビレに代表されるベネフィットと引き替えに，

生産現場において賃金抑制，「労働平和」を重視する穏健的政策に転換した結

果，60年代のストが多発した状態は無くなり，生産が滞り無く進行するように

なった，という諸要因が挙げられる［29］。

75年以前は，全労働者に同額の賃金上昇を要求する労働組合の協約戦略の結

果，賃金格差の縮小が実現したが，75年以降（とりわけ，77年以降）は，新ス

カラ・モビレが適用されるようになり，インフレが高進する中で，新スカラ・

モビレの自動的帰結としてもたらされた（表1，2参照）［30］。しかし，新し

いスカラ・モビレは，労働者の賃金をインフレによる目減りから保護すると同

時に，インフレを高進させる自動的効果を有しているとして，以後，厳しい批

判の対象となっていく。

表1　賃金格差　一一般労働者の格付け毎の平均賃金格差 （製造業全体）

非熟練職人（monovali　comuni） を100とした場合

1969年 1977年
熟練労働者（operai　specializzati） 155．1 126．9
半熟練労働者（operai　qualificati） 129 112．4
非熟練労働者（operai　comuni） 124．2 107．4
非熟練職人（manovali　comuni） 100 100
その他の労働者（Altro　personale　operaio） 130．9 ll9．5
見習い（Apprendisti） 61．8 71．1

（注）Operai　comuniは，単純だが特定の仕事を分担する非熟練労働者，一方，

manovali　comuniは，一般的かつ熟練を要しない仕事を分担する非熟練労働者

である。

出典：Cella，　G．　Primo　e　Tiziano　Treu，　RθZα2めπ‘‘π伽s薦αZ‘．　MαπμαZθpθr

Z’αηα♂‘8ご6θ”’εspεr♂θπ2α　あα♂‘απα，　p．332．



井戸：80年代イタリアの労働政治（上）　　　　　　　　69

表2　ブルーカラーとホワイトカラーの賃金格差

ブルーカラーとホワイトカラーの年平均賃金

1972年 1975年 1979年
ブルーカラー 2511 4353 8465
ホワイトカラー 4348 6758 11677

ブルーカラー／ホワイトカラー 57．75％ 64．41％ 72．49％

年間平均率伸び率

72－75年 75－79年 72－79年
ブルーカラー 20．3 18．2 19．1
ホワイトカラー 16．3 15 15．5

出典：Cella，　G．　Primo　e　Tiziano　Treu，　Rθ♂α2ぬ痂説伽s画αZ‘．　Mαπ㏄αZθ

pθr♂’αηα」‘sご4θ〃’θspθrごθπ2α　髭αZ♂απα，　p．333．

2　80年代前半一資本のヘゲモニーの再確立へ

80年代は，労働のパワーの低下と労働者階級内部の分裂を象徴する事件が相

次いで起こることによって始まった。労使関係システムの変容をいち早く告げ

たのは，80年のフィアトによる2万人におよぶ労働者のレイオフと同年におけ

るトリノの賃金格差縮小に反対するホワイト・カラー労働者の反労組デモ

（「4万人の行進」）だった［31］。イタリア労使関係におけるイニシアティヴは，

いまや，労働から資本の側に移動しつつあった。

労働組合組織率の低迷

リストラクチャリングの進行，大企業を中心とした雇用の大幅削減，第三次

産業の急成長に代表される80年代におけるイタリア経済の変貌は，イタリアの

労使関係システムを大きく変容させた［32］。労働組合組織率は，80年をピー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、Nとして，以後，減少を続けた［33］。さらに，労働組合メンバーのうち，職

業非従事者の占める比率が上昇し，現在では，全体の40％を上回るようになっ

ている。80年には，CGIL，CISL，UIL全体で，900万人程の組合員
だったのが，90年には，1，014万人へと増大したが，これは，ひとえに，「灰色

のヒョウ（pantere　grigio）」（カテゴリー組合に組織された年金生活者）の増

加によるものであった。この傾向は，イタリア最大の総連合であるCGILに
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おいて最も顕著で，現在では，過去に労働者であったものが，組合員の絶対多

数を占めるようになっている［34］。さらに，現在職業に従事している者に限っ

ても，産業別では，80年から85年にかけて，農業（1。3％減）と製造業（1．5％

減）における組織率の低下はわずかなものにとどまったが，第三次産業では，

いちじるしく低下し，85年には，65年水準にまで落ち込んだ。この例外が，公

共セクターで，同時期，唯一組織率を高めたが，これは，いずれの総連合にも

属していない独立労働組合の増加と，総連合の決定する労働協約に対するプロ

フェッショナルからの反対の増加をともなっていた。（すなわち，教師，鉄道，

航空業界におけるいわゆるCobasの登場。）さらに，ストライキの頻度，、規模

双方とも，減少した。また，実質賃金と雇用の双方が減少するなかで，労働者

の生活水準は低下せざるを得なかった。

　60
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表3　労働組合の構成員の変化

（a）　イタリア三大総連合の組合員構成（％）

（ただし，農業，政府サービスにおける組合員を除く）

CGIL CISL UIL 総計
カテゴリー

1972　　1982 1972　　1982 1972　　1982 1972　　1982

ブルーカラー

非熟練労働者 35．4　　35．7 33．0　　30．3 27．8　　25．4 33，2　　29．7

熟練労働者 58．8　　54．7 53．9　　47．7 54．8　　57．7 48．8　　45．9

ホワイトカラー 5．8　　9．6 13．1　　21．0 17。5　　16。9 18．0　　24．4

総計 100．0　100．0 100．0　100．0 100．0　100．0 100．0　100．O

（出典）Visser，　EμropθαηTrα4θ乙1η‘oπ8ごηFごg泓rθ　（Deventer：Kluwer，

1989），P．　lll．

（b）　イタリア三大総連合の組合員の社会構成（％）

CGIL CISL UIL 総　計
カテゴリー

1980　　1988 1980　　1988 1980　　1988 1980　　1988

農　業 12．0　　6．9 13．1　　7．4 9．7　　7．9 12．0　　7．2

製造業 40．2　　27。8 33．5　　21．9 36．1　　29．2 37．3　26．0

サービス産業（民間） 12．1　　10，6 15。4　　13。9 19．2　　19．0 14．3　　13．0

公共セクター 11．4　　10．8 20．O　　l8．2 20．1　　22．6 15．6　　15．0
・，馴，曹－「・一9－■，一曹・幽曹・，噛，層・「噛P囑，．P曾，腰胴，「「曹， P－，P－一層F－一甲一匿一一，一一置一一國一一國幽r一 一一一一一一．一．■，一幽－匿一曽－幽曹幽・．・層・曹幽 曹冒曹囑■囑「曹暫■，曹・「・，層曹層曹曹囑，1，曹冒， ，曹曹「一，1，曹，雫，響一一一一一一一一一一一一一一一

従属的労働者 75．7　　56．1 82．0　　61．4 85．1　　78。7 79，3　　61．2
り一一一，，P－，り，1P－，雫曹，層P，F－，P－一「一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一■一一一一一一一一一一■一 一一一一一一一一一－一一一一一一一一一一■一一■一一一■ 一冒一一■一■一冒一冒幽匿■一■－－曹噛，，曹P，一「，

Autonomi 0．3　　0．3 3．4　　5．3 9．1　　6．8 2．5　　3．0

年金生活者 24．0　　42．3 14．6　　32．3 5．8　　14．6 18．2　　34．8

失業者 一一@　　1．2 一一@　　1．0 一一一一 一一@　　1．0

総　計 100．O　lOO．0 100．O　lOO．0 100．0　100．0 100．0　100．0

（出典）Squarzon，　Corrado，“Sindacalizzazione　e　rappresentanza，”in

CESOS，LθRθZα2‘oπθSごπ（2αcα」‘‘η1εακα：Rαpporオ01988－89

（Roma：Edizioni　Lavoro，1990），p．148．

これらの変容の背後には，イタリア資本と政府の労働者に対する態度の硬化

という事情が存在していた。労使間パワー・バランス逆転の最大の理由は，第
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一次石油危機以降，脆弱ながらも，労使の「妥協」を成立させることによって，

経済危機乗り切りを図ることを可能とした国際経済枠組が80年代に至って喪失

したことにあった［35］。すなわち，第一に，イタリアの欧州通貨制度（EM

S）への加盟（79年）の結果，80年代には，イタリア政府は，従来のように通

貨切下げ政策を採ることができなくなり，ドイツ・マルクとのパリティー維持

が，経済運営における至上命題となった。第二に，80年代に，金融市場の国際

化が急速に進み，資本の国際的移動性が上昇した結果，イタリアの金融政策当

局の自由裁量の余地が大きく狭められ，国際市場で決まった為替レートに従う

しかなくなった。最後に，この結果，イタリア政府の採りうる経済政策手段は，

財政政策のみとなったが，しかし，国際的にケインズ主義への信頼が揺らぐ中，

その発動も困難となった。結局，今や，イタリア経済にとって緊急の課題となっ

たインフレ抑制の実現のために行えるのは，賃金の伸びを押え込むことのみと

なった。企業は，70年代においては労働側に有利なものとなっていた労使関係

システムを解体・再編する他に道がない状況に追い込まれたのである。

他方，79年選挙で，イタリア共産党は，第二次世界大戦以降，はじめて得票

率を落した。イタリア共産党は，「歴史的妥協」路線を放棄せざるを得なくな

り，国政は，以後，イタリア社会党（PSI）とキリスト教民主党（DC）と

の連携を中心に展開されていく。社会党の頭越しに，キリスト教民主党と協力

関係を結び，国政を運営していくことをめざしたイタリア共産党の「歴史的妥

協」路線の採択は，伝統的にイタリア共産党との協力関係を基本方針としそき

た社会党の路線を，キリスト教民主党との協力を重視するものに変える役割を

果たした。80年代の労使関係は，83年に首相となったクラクシの社会党の主導

により，以後，展開していくことになる［36］。さらに，イタリア最大の経営

者団体であるコンフィンドゥストゥリアの会長も，グイド・カルリ（Guido

Carli）から，ヴィットリオ・メルロー二（Vittorio　Merloni）へと交代し，

労働組合に対して融和的姿勢から明白に敵対的な姿勢へと転換した。

80年代において，イタリアの労使間のパワー・バランスが逆転したのを最も

ドラマチックなかたちで示したのが，75年に導入された新スカラ・モビレ制を

めぐる一連の労使間対立であった。

スコッティ協定（1983年）

労働のパワーの衰退という新たな状況を背景に，83年1月22日に労働組合，
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コンフィンドゥストゥリア，政府との間に，スカラ・モビレ等の諸問題に関す

る三者間協定，いわゆる，「スコッティ協定」が結ばれた［37］。スコッティ協

定は，83年度におけるインフレ率を13％以内に抑えることを主目的とし，（1）ス

カラ・モビレの自動的増加分を20％以内に抑え，（2）83，84，85年度の3年間に

亙り，すべての全国協約における賃上げ額に一定の上限を設け，（3）工場におけ

る賃上げ交渉を，交渉有効期間終結時から18カ月間，ないしは，全体で2年間，

禁止し，（4）経営側のアブセンティズムに対するより厳格な態度，および，労働

時間のよりフレキシブルな使用に労働組合が同意し，（5）苦情処理の解決をより

円滑かつスピーディーにするために，新しい苦情処理および解決のしくみをつ

くることを定め，（6）政府は，経営者の税負担を軽減するために，新たな税措置

を導入し，労働時間，国民保険，賃金補填公庫，年金に関する新しい制度を設

立することを約した［38］。

ただし，同協定は，あくまで，経済が悪化するなかで，経済危機の原因と目

されていた賃上げ圧力を緩和することを目的とする短期的な性格の取引にとど

まっていた［39］。同協定は，労働が依然として強力なパワーを有する状況の

下で，労働の獲得した諸権益の大半には手を付けることができず，一時的な手

段に過ぎないことは明白であった。しかし重要なのは，75年以降，それに手を

付けることがタブー視されてきたスカラ・モビレのしくみに，同協定が，始め

て手を付けた点にある。以後，資本は，労使関係のイニシアティヴを急速に取

り戻していくなかで，スカラ・モビレを中心とする労働者の獲得物を奪い返す

試みを続けていく。

聖バレンタインの政令（1984年）［40］

労働総連合間の立場の相違が拡大し，分裂の様相が深まったことによって，

イタリア労働運動は，深刻な危機に直面した。コンフィンドゥストゥリアは，

82年に始めて，労使関係システム再構築に賭ける強い意志を示した。経営者側

は，同年，一方的にスカラ・モビレのエスカレーターを履行しないことを宣言

し，この態度は，翌83年にも貫かれた。この結果，労働組合は，スコッティ協

定についても，83年末ごろには改訂に応じざるを得ないと覚悟していた。早く

も，84年初頭には，労使間対立が深刻化し，資本と政府の双方からの圧力によ

り，労働組合は，スカラ・モビレのさらなる緩和のための交渉を開始せざるを

得ない状況に追い込まれた。総連合間の対立は深まり，CISL－UILが交
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渉にやぶさかでない態度を示す一方，CGILは共産党主流派が強硬に社会党

政権に反対する方針を明らかにした。この労働運動の深刻な分裂のなかで，ク

ラクシ政権は，84年2月14日，前例のない政令による労使間交渉事項への国家

介入という挙に出た（いわゆる，「聖バレンタインの政令（decreto　di　s．

Valentino）」）。同事件は，政府による労使交渉事項への直接介入への第一歩

として，そして，さらに重要なことには，労働問題に関する主要立法は，労働

運動，とりわけ，イタリア共産党の一致した同意を不可欠とするという不文律

に挑戦した点で，きわめて重要な試みであった［41］。

84年2月12日に，労働大臣ジャンニ・デ・ミケリス（Gianni　de　Michelis）

が協定草案を提示したことから一連の事件が始まった。同草案の内容は，新し

いスカラ・モビレにおいて3ヵ月毎に支払われる額を84年度は抑制する，とい

うものであった。この提案に対して，CISLとUILは，交渉を開始するこ

とにやぶさかでない態度を明かにしたが，CGILは，より慎重な態度を示し

た。これを受けて，政府は，三大総連合すべての同意が得られると思われる内

容のプロトコール草案を準備した。しかるに，2月14日，CGIL内共産党系

グループは，イタリア共産党の徹底抗戦姿勢に呼応して，同プロトコールの拒

否を宣言した。これを受けて，2月15日，クラクシ首相は，2月14日のプロト

コールの基本内容を政令によって実施に移すと言明し，このために必要な法案

を議会に提出し，60日以内に法律にすると宣言した。この結果，労使関係シス

テムの形成に関するイニシアティヴを否定されたイタリア共産党およびCGIL

内共産党系グループは，以後，同政令を覆すことに全力を挙げる。

イタリア共産党は，当初，同政令の法律への転換を阻止，ないしは，遅滞さ

せる目的で，議会進行妨害を行うと同時に，労働者の議i会外における動員を進

めた。この結果，同政令の法律への転換の最終期限である4月が過ぎてしまい，

政府は，4月17日，いくつかの修正を加えた第二番目の政令を発布した。そし

て，この第二番目の政令が，両院の賛成を得て，84年6月12日に法律になった。

以後，イタリア共産党は，この6月12日の法律のうち，スカラ・モビレの増額

分のカットを規定している第三項のレファレンダムによる撤廃をめざして，反

対運動を展開していく。そして，レファレンダムの実施が，労働運動に入った

亀裂をさらに深めることを懸念するCGIL，CISL，UILの妥協点を見

いだす必死の努力にもかかわらず，結局，85年6月1日までには，レファレン

ダムが回避不能であることが明らかになった。レファレンダムは，イタリア共

’
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産党，CGIL内共産党系グループ，　D　P　（Democrazia　Proletaria），イタ

リア社会運動（Movimento　Sociale　Italiano）から成る（第三項撤廃に）賛

成派と，CISL，UIL，CGIL内社会党系グループ，政府諸与党によっ
て構成される反対派の間でたたかわれた。

85年6月9，10日に行われたレファレンダムでは，結局，イタリア共産党が

敗北した（反対54．3％，賛成46．7％）。「熱い秋」以降，躍進を続けてきた労働

組合のパワーが大きく衰退したこと，また，このパワーを背景に，経済構造変

革を狙ったイタリア共産党の戦略が最終的に頓挫したことが，決定的に明かと

なった。パワー・バランスは，労働から資本の側に大きく振れたのである。
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